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最長５年間

１年目

•技能実習１号

•講習 （原則1か月間）

•実習 （実習実施者）

•修得技能の評価

•訪問指導・監査

２～３年

目•技能実習２号

•実習 （実習実施者）

•修得技能の評価

•訪問指導・監査

４～５年目

•技能実習３号

•実習 （実習実施者）

•修得技能の評価

•訪問指導・監査

実習（実習実施者との「雇用契約」の締結、労働関係法令の適用）

基礎２級（初級）
学科及び実技試験の

受検が必須

３級（専門級）

実技試験の受検が必須

２級
実技試験の

受検が必須

講習

１） 技能実習制度の仕組み（技能実習期間、対象職種・作業、人数枠）
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2・3号移行対象80職種・142作業のうち、農業分野に
おいては2職種・6作業

◎耕種農業
施設園芸
畑作・野菜
果樹

◎畜産農業
養豚
養鶏
酪農

実習実施者の常勤職員の総数 技能実習生の人数

301人以上 常勤職員総数の20分の1

201人～300人 15人

101人～200人 10人

51人～100人 6人

41人～50人 5人

31人～40人 4人

30人以下 3人

＊優良基準適合者は、基本人数枠の2倍の受入れが可能

技能実習期間 対象職種・作業

基本人数枠



◆事業開始日 平成13年10月30日
◆受入地域 関東地区（群馬、栃木、茨城、千葉、埼玉、神奈川、山梨、静岡）

九州地区（佐賀、長崎、熊本、大分、鹿児島）
◆対象職種 耕種農業（施設園芸、畑作・野菜、果樹）

畜産農業（養鶏（採卵鶏）、養豚、酪農）
そう菜製造業（そう菜加工）

◆受入れ国 タイ、インドネシア、中国、ベトナム、フィリピン
◆送出し機関 7社（中国 2社、インドネシア 3社、タイ2社、ベトナム2社）

◆受入れ人数 401名（中国65人、インドネシア129人、タイ98人、ベトナム106人、フィリピン3人）

◆実習実施機関 72社

2 ) 当協会の受入活動について（令和３年4月時点）

◆一般監理事業の監理団体（優良な監理団体）としての許可を取得（平成29年11月1日）
◆監査・定期巡回訪問等の中で、労働関係法令・入管法等の周知徹底。技能実習生や実習実施者の悩みや
相談を聴き取り、実習環境や生活をサポート。

◆病気や怪我、トラブル等予測できない突発的・緊急的事態に備え、24時間（母国語）対応。
◆農業の労働・労務管理に詳しい担当者が外国人受入れの労務管理をサポート
◆技能実習生が農業技能評価試験に合格できるよう試験対策を実施。
◆技能実習生の母国の文化、習慣をより理解するため、技能実習生の選抜試験時に家庭訪問を実習実施者
とともに実施。

受入れの特徴・強み
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3) 外国人技能実習生受入れ事業の効果

【実習実施者】

◆生産部門の雇用安定が、日本人従業員の機能的な業務シフトを可能とし、営業・販売の強化につながった。

◆技能修得意欲が高い技能実習生と一緒に働くことにより、若手従業員の労働意欲や技能修得意欲が向上した。

◆労務管理が徹底されたことにより就業環境の改善が進み、従業員の定着につながった。

◆安定した雇用を確保でき、経営の規模拡大を図ることができた。
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【技能実習生（インドネシアからの技能実習生の例）】

＜入国前＞

母国での農業経営の規模拡大を目的に来日

＜実習期間中＞

栽培技術や品質管理のほかに、雇用管理等の経営管理についても修得

＜帰国後＞

積極的な機械化により経営規模を拡大

その結果、家族経営から、現在では従業員約４０名を雇用する大規模経営となり、地域でも有数の農業経営

（サトウキビ、いも、キャベツ）に発展（来日前に比べ、経営面積で約３倍、年間収入で約６倍に拡大）



4) 外国人技能実習生の入国・受入れ企業への配属までの流れ

Step１．技能実習生受入れのお問い合せ・相談
制度の概要、受入れの要件、求人方法等の手続きについてお答えいたします。

Step２．求人のお申込み・受入れ審査
当協会所定の求人票を協会にご提出して頂きます。
求人票を受理後、求人の内容や受入れ企業の状況を確認後、受入れの可否をご連絡いたします。

Step３．技能実習生の選抜
受入れ企業と現地で選抜試験（筆記、面接、技能、体力測定）を実施し、候補者を選定します。技能実習生や現地の
ことをより知っていただくために、合格者の家庭を訪問します。

Step４．送出し国での事前講習の開始
合格者は、現地の送出し機関や提携教育機関で、３～４ヶ月間、日本語、日本の生活習慣等について講習を受講します。

Step５．入国管理局等への書類申請
技能実習計画の認定、在留許可申請の手続き、査証手続き等をおこないます。

Step６．入国・入国後講習の開始
入国管理局からの許可を得た技能実習生が入国します（当協会の入国月：５月、９月、１０月、３月）。
技能実習生は、入国後約１ヶ月間、日本語、生活習慣、防犯・消防、関係法令等の講習を受講します。

Step７．受入れ企業への配属
技能実習生は、入国後講習終了後、受入れ企業のところへ配属され、技能実習の開始です。

技能実習生の選抜から配属までの期間（目安）：約6ヶ月
＊ただし、外国人技能実習機構、入国管理局等での申請手続きの状況等によっては上記の期間以上の時間を要する場合があります。
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【募集・選抜】

筆記試験の様子（インドネシア）

実技試験の様子（タイ）
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【送出し機関による入国前講習①】

入国前講習の様子（タイ）

入国前講習の宿泊施設（ベトナム）
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【当協会による入国後講習】

日本語学習の様子 法的保護講習の様子

消防訓練の様子
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【送出し機関による入国前講習①】

入国前講習の様子（タイ）

入国前講習の宿泊施設（ベトナム）
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【当協会による訪問指導・監査①】

技能実習生との面談の様子（訪問指導）

受入れ農業法人との面談の様子（監査）
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特定技能制度の概要と当協会の運営について

令和３年12月

公益社団法人日本農業法人協会



①特定技能制度には、1号と2号があり、農業分野は現在1号のみ。※農業は耕種・畜産の2種に分かれる。
（2号が認められているのは、建設、造船・船用工業）

②特定技能1号は、技能水準が一定程度に達し、日本語能力水準が生活や業務に必要な能力に達しているこ
とが必要。（原則は試験での確認だが、技能実習2号を修了者は試験免除）

③通算で上限5年まで在留可。

④人材派遣での受入れが可能。

⑤特定技能外国人への支援が必須。

⑥受入機関（農業者）が特定技能外国人を受入れるための基準
・雇用契約が適切（例：報酬額が日本人と同等以上）
・受入機関自体が適切（例：5年以内に入管法・労働法令違反がない）
・外国人を支援する体制がある（登録支援機関に委託が可能）
・外国人を支援する計画が適切（法令等で支援の内容は決まっている）

⑦「農業特定技能協議会」に参加し、必要な協力を行う必要がある。

１ ) 特定技能制度 概要
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２) 当協会の特定技能支援事業について

◆２０２１年10月より登録支援機関として業務開始。令和４年３月に技能実習を修了する実習生から

特定技能への申請・支援を開始予定。

◆当協会の登録支援機関事業の特徴

①インドネシア、タイ、中国、ベトナムに対応可能。

②全国どこでも対応します（交通費等は個々に見積り）。

③当協会で監理した実習修了予定者の紹介が可能。

④全国組織を生かした季節雇用のスキームを検討中。

⑤アグリサポート倶楽部会員の人材派遣会社と連携し、特定技能外国人の人材派遣にも対応。

【支援の概要】
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